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第４章 地震 

【告示】（地震動） 

第十六条 レベル一地震動については、地震動の実測値をもとに、震源特性、伝播経路特性及びサイ

ト特性を考慮して、確率論的時刻歴波形を適切に設定するものとする。 
２ レベル二地震動については、地震動の実測値、想定される地震の震源パラメータ等をもとに、震

源特性、伝播経路特性及びサイト特性を考慮して、時刻歴波形を適切に設定するものとする。 

〔解説〕 

（１）地震動を設定する深度 
レベル一地震動及びレベル二地震動の時刻歴波形を設定する深度を（２）で定める工学的基盤

とすることを標準とする。なお、技術基準対象施設の性能照査において工学的基盤以外の深度に

おける地震動の設定が必要な場合には、一次元の地震応答計算等の方法により工学的基盤におけ

る地震動に基づいた当該深度における地震動を設定する。 
（２）工学的基盤 

レベル一地震動及びレベル二地震動の設定に当たっては、工学的基盤を、それよりも下方にあ

る全ての土層が以下のいずれかである土層の上面とする。 
・岩盤 
・標準貫入試験値（N 値）が 50 以上の砂質土層 
・一軸圧縮強度が 650〔kN/m2〕以上の粘性土層 
・せん断波（S 波）速度が 300〔m/s〕以上の土層 

（３）サイト特性 
地震動の設定において考慮するサイト特性の設定に当たっては、対象港湾の区域内及びその周

辺地域における地震動の実測値を適切に考慮する必要がある。 
（４）時刻歴波形 

技術基準対象施設の性能照査に当たっては、必要に応じて、レベル一地震動及びレベル二地震

動を、地震動の実測値に基づき、当該施設を設置する地点の地盤の特性を考慮して、工学的基盤

における加速度、速度、又は変位の時刻歴波形として適切に設定する。 
（５）レベル一地震動 

① レベル一地震動 
レベル一地震動は、地震動の再現期間を、対象港湾の周辺における個々の地震が定常ポアソ

ン過程に従って過去の履歴に関わらず時間的に無作為に発生するものであるとの仮定の上で

設定する。したがって、このレベル一地震動の定義は、東海・東南海・南海地震等のように過

去の履歴を踏まえて近い将来の発生が懸念される地震であっても、その平均発生間隔がレベル

一地震動の再現期間に比べてある程度長ければ、その地震による地震動をレベル一地震動とし

て考慮しないことがある。 
② 確率論的時刻歴波形 

確率論的時刻歴波形とは、地震の発生確率を考慮した確率論的地震危険度解析により設定さ

れる地震動の時刻歴波形のことである。レベル一地震動としての確率論的時刻歴波形の設定に

当たっては、地震動の周波数特性を適切に考慮するために、いずれの周波数成分においても再

現期間が同一となる一様ハザードフーリエスペクトルに基づくことを標準とする。 
（６）再現期間 

レベル一地震動の設定における一様ハザードフーリエスペクトルの再現期間は 75 年とするこ

とを標準とする。  
（７）レベル二地震動 

① レベル二地震動 
レベル二地震動の設定に当たっては、次の(ⅰ)から(ⅵ)に掲げる想定地震の中から、それらの

想定地震によりもたらされる地震動の最大振幅、周期、継続時間、構造物に与える影響の大き

さ等を考慮して、レベル二地震動を設定するための地震を選定する。なお、想定地震の選定に

当たっては、中央防災会議や地震調査研究推進本部等の国の機関における調査の結果、又は地

域防災計画等を踏まえて総合的に判断する。 
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震源から放射される地震動の長周期成分は M0 に比例して約 30 倍、短周期成分は M0 の 1/3 乗に比例し

て約 3 倍となる。つまり、地震の規模が大きくなるにつれて、とりわけ長周期成分が大きくなること

がわかる。地震動の長周期成分の影響を受けやすい長周期構造物（高層建築物や長大橋梁、石油タン

ク、免震構造物等）を検討の対象とする場合には、特にマグニチュードの大きな地震に注意する必要

がある。 

lo
g（

変
位
フ

ー
リ
エ
ス

ペ
ク
ト
ル

）

lo
g（

速
度
フ

ー
リ
エ
ス

ペ
ク
ト
ル

）

lo
g（

加
速
度

ー
リ
エ
ス

ペ
ク
ト
ル

）

低周波側で
はフラット

コーナー周波数
（地震規模に依存）
∴震源スペクトル
のＭによる違いは
低周波側でより顕
著となる。

高周波側では
周波数の自乗
に反比例して
減少（両対数
軸上では傾き
－２の直線）

コーナー周波数
（地震規模に依存）
∴震源スペクトル
のＭによる違いは
低周波側でより顕
著となる。

低周波側では
周波数の自乗
に比例して増
加（両対数軸
上では傾き２
の直線）

Ｍ大

Ｍ小

Ｍ大

Ｍ小

Ｍ大

Ｍ小

log（周波数） log（周波数） log（周波数）

低周波側では
周波数に比例
して増加（両
対数軸上では
傾き１の直線）

高周波側では
周波数に反比
例して減少（
両対数軸上で
は傾き－１の
直線）

速度に関する震源スペ
　　クトルはコーナー
　　周波数付近で最大
　　値をとる

高周波側ではフラット

↑

↑

↑
↑

↑

↑
←

↓

↓

 
 

図－1.1.2 ω-2 モデルに従う変位、速度、加速度の震源スペクトル 
 
(2) 指向性（directivity） 

大地震の震源は点ではなく、一定の広がりを有する断層面である。破壊は断層面の一点で始まり、

周辺に拡大していく。このとき、震源付近の S 波速度と破壊伝播速度は同程度であるという性質があ

るため、破壊伝播方向にある港湾では、断層面上で次々に解放された地震波のエネルギーがほぼ同時

に到来するので大振幅となる。このことを地震動の指向性（directivity）という。1995 年兵庫県南部地

震の際、明石海峡下に始まった破壊が神戸市内に向かって伝播したことが、神戸市内で揺れが強かっ

た一因であるとされている 4)。このことに関連して、指向性の影響で大振幅となる領域では、断層の

走向に直交する向きの揺れが強い傾向のあることが知られている 5)6)7)8)。この性質を利用して、活断

層の震源近傍に耐震強化バース等重要な係留施設を計画する際、想定される地震動の卓越方向に対し

て最も有利となるように係留施設を配置すれば、当該施設の地震時の被害を大幅に軽減することがで

きる 9)10)。具体的には、港湾の近くに将来地震を引き起こす恐れのある活断層があるとき、係留施設

の法線方向が活断層に対して直交するように配置すればよい。もともとこのような配置がなされてい

たために、地震動の作用時に深刻な被害を免れた施設の例として、1995 年兵庫県南部地震の際の摩耶

埠頭の耐震強化バースがある。このとき、神戸港の多くの施設では、数 m 程度の大変位が生じたのに

対し、摩耶埠頭の耐震強化バースは、耐震性が強化されていたことに加え、震源断層である六甲－淡

路断層系に対して直交する向きに配置されていたため、強い地震動の作用を免れ 1m 程度の変形にと

どまった。 
(3) アスペリティ 

大地震の震源断層面上のすべりは一様ではなく不均質であることが明らかにされてきている。内陸

地殻内地震において、震源断層面の中で特にすべりの大きい領域はアスペリティと呼ばれる。1995 年

兵庫県南部地震の際に神戸市内で観測されたような強い地震動を説明するためにはアスペリティを考

慮することが必要である 4)。断層面上における最終滑り量の不均質な分布を表現するモデルとしては、

最終滑り量を連続関数として表現するモデル（variable slip model）と、断層面上に矩形のアスペリテ

ィを複数配置し、その内部では滑り量などが一様であるとするモデル（特性化震源モデル）がある。

ただし、海溝型巨大地震については、断層面上ですべりの大きい領域と強震動を生成する領域が一致

しないことがわかってきている 11)。 
また、2011 年東北地方太平洋沖地震を始めとする海溝型地震では、震源付近の観測点において、周

期 1～数秒程度のパルス状の地震動が数多く観測されている 11-1) 11-2) 11-3)。これらを含め、工学的に重

要性の高い周期帯域における波形の特徴を十分再現できるように設定された海溝型地震のための震源
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モデルとして SPGA モデル 11-1) 11-2)がある。これは、海溝型地震の断層面上に、SPGA（Strong-motion Pulse 
Generation Area、強震動パルス生成域）と呼ばれる一辺が数 km 程度の領域を（複数）配置した震源モ

デルである。
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なお、設計津波を設定し、設計津波とそれに先行する地震動に対して性能を規定する場合、設計津

波と組み合わせる地震動は、必ずしも、当該港湾で想定される最も強い地震動（レベル 2 地震動）で

はない場合がある。例えば、ある港湾で、内陸活断層地震と海溝型地震の両者が想定され、内陸活断

層地震に対してより強い揺れが想定されるものとする。このとき、内陸活断層地震は津波を伴わない

ので、内陸活断層地震による地震動の直後に津波が到来するといった状況を想定することは不合理で

あり、過大な投資につながる。そこで、レベル 2 地震動以外に、設計津波に先行する地震動を評価す

る必要のある場合がある。その場合の地震動の評価方法は、対象地震がレベル 2 対象地震から設計津

波の原因となる地震に変更されるだけであって、以下に述べる評価方法はそのまま適用することがで

きる。 
 
１．３．３  震源パラメータの設定 

レベル 2 地震動の評価に必要な震源パラメータには巨視的震源パラメータ（基準点位置、走向、傾

斜、長さ、幅、面積、地震モーメント）、微視的震源パラメータ（アスペリティ等の数、面積、地震モ

ーメント、ライズタイムなど）及びその他のパラメータ（破壊開始点、破壊伝播速度、破壊伝播様式）

がある。それらのパラメータの意味するところを図－1.3.3 に示す。震源パラメータは、以下に示す

標準的な設定方法に従って設定するか、もしくは別途詳細な調査を行って設定する。 
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図－1.3.3 震源パラメータの意味 

 
(1) 過去に大きな被害をもたらした地震の再来を想定する場合 

海溝型地震などで、過去に大きな被害をもたらした地震の再来を想定する場合には、過去に実際に

発生した地震（過去のイベントという）に関する資料を可能な限り活用することが望ましい。 
巨視的震源パラメータについては、過去のイベントのパラメータが明らかにされている場合には、

それらのパラメータを用いることができる。過去の多くの地震の巨視的震源パラメータについて文献

35)に記載がある。地震モーメント M0 と断層面積 S のうち、一方のみが与えられ他方を推定しようと

する場合には、次式 57)58)により推定することができる（式(1.3.1)と Esherby59)による円形クラックの

式を組み合わせると断層面全体の平均的な応力降下量は 3MPa となる。）。 
 

2 15 2 3
0km 1.88 10 dyne cmS M−= × × ⋅（ ） （ ） (1.3.1) 

 
微視的震源パラメータ（アスペリティ等の位置など）については、過去のイベント（地震）に関す

るデータの多寡に応じて異なる対応が必要となる。まず、波形データ等に基づいて過去のイベントの

微視的震源パラメータがよく調べられている場合には、それらのパラメータを用いることができる。

例えば 1923 年関東地震 60)の再来や 1968 年十勝沖地震 44)の再来、1978 年宮城県沖地震 44)の再来を考

える場合がこれに相当する。次に、過去のイベントの波形データは残されていない場合、歴史資料か

ら各地の震度がわかっていれば、その震度情報と整合するように設定された微視的震源パラメータを

用い
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ることができる。その他のパラメータ（破壊開始点など）についても微視的震源パラメータと同様で

ある。 
活断層で発生する地震の場合、平均的な活動間隔が長いため、過去のイベントを参考にできないこ

とがほとんどであるが、例外として 1995 年兵庫県南部地震の再来を想定する場合などは、(2)活断層

で発生する地震を想定する場合によらず上記の考え方によることができる。 
なお、海溝型地震を対象とする場合には、波形データまたは震度情報に適合させる震源モデルとし

て SPGA モデルを用いることができる。SPGA モデルの一例として、2011 年東北地方太平洋沖地震の

波形データに適合するように設定された SPGA モデル 11-1)11-2)61-1)61-2)を図－1.3.4 に示す。 
 

 
 

図－1.3.4 2011 年東北地方太平洋沖地震を対象とする SPGA モデル 11-1)11-2)61-1)61-2) 
 

(2) 活断層で発生する地震を想定する場合 
活断層で発生する地震の巨視的震源パラメータは次の考え方で定めることができる。まず、地質・

地形・地理学的調査の結果に基づき、断層の走向φと傾斜角δ を求める。また、同時に活動する可能性

の高い断層セグメントの長さの合計を断層長さ L とする。傾斜角δ が不明の場合、横ずれ断層であれ

ば 90°、高角逆断層であれば 60°、低角逆断層であれば 30°、高角とも低角とも記載のない逆断層であ

れば 45°とすることができる。活断層で発生する地震の断層幅 W は上部地殻の地震発生層の厚さ H に

よって制限されることから、L<H/sinδの場合には W=L、L>H/sinδの場合には、W=H/sinδとすることが

できる 58)62)。地震発生層の厚さ H が不明の場合 20km とすることができる。推定された断層長さ L と

断層幅 W から断層面積 S が求まる。地震モーメント M0 は断層面積 S から次の経験的関係式 63)により

求めることができる。 

2 15 2 3
0km 2.23 10 dyne cmS M−= × × ⋅（ ） （ ） (1.3.2) 
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活断層で発生する地震の微視的震源パラメータは次の考え方で定めることができる。まず、アスペ

リティ総面積の全断層面積に占める割合は 22%とする 58)62)63)64)65)。アスペリティの個数は 1 個又は 2
個とする 58)。対象地震の規模が M7 以上の場合、アスペリティの個数は 2 個とする。アスペリティが

2個の場合、アスペリティ面積の全断層面積に占める割合は大きい方が 16%、小さい方が 6%とする 58)64)。

アスペリティはなるべく正方形に近い形状をとるものとする 58)63)。アスペリティにおける地震モーメ

ントの全地震モーメントに占める割合は 44%とする 58)63)64)。アスペリティが 2 個の場合、アスペリテ

ィにおける地震モーメントの全地震モーメントに占める割合は大きい方が 36%、小さい方が 8%とす

る 58)64)。アスペリティのライズタイムτ はアスペリティの幅 Wa と破壊伝播速度 Vr から次式 58)により

定める。
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( ) 4a rW Vτ =  (1.3.3) 

 
アスペリティの配置は、後述の破壊開始点との関係で、アスペリティ（のうちの一つ）の破壊が対

象港湾に向かって進展するような配置とする。これは、指向性の影響により、アスペリティの破壊が

進展する方向に向かって特に強い地震波が出ること、また、このようにして生成された強い地震波が

1995 年兵庫県南部地震の大被害に結びついたこと 4)を考慮したものである。具体的には図－1.3.5 に

示す配置とする。アスペリティの中心点深さは 10km とする。 
その他のパラメータのうち破壊開始点は、アスペリティ位置との関連で、図－1.3.5 に示す位置と

する。破壊伝播速度は震源付近の S 波速度の 80%58)とする。破壊伝播様式は同心円状とする。 
 

δ

対象港湾対象港湾 活断層マップの断層線

地表面

地震発生層の上面（深さ3～4km程度）
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の方向から見た図断面図

地震発生層の下面（深さ20km程度）

アスペリティ中心の
深さ10km

アスペリティ

↓

 

図－1.3.5 アスペリティと破壊開始点の配置 
 
(3)  歴史地震を越える規模の海溝型巨大地震を想定する場合 

2011 年東北地方太平洋沖地震の発生をきっかけとして、他の地域においても、歴史地震を越える規

模の海溝型巨大地震を想定した強震動評価が行われるようになってきた。その場合の震源モデルとし

ては、東北地方太平洋沖地震など既往の巨大地震への高い適用性が確認されている SPGA モデル
11-1)11-2)61-1)61-2)を用いることができる。その微視的震源パラメータは、東北地方太平洋沖地震と同程度

の規模の巨大地震を想定する場合には、東北地方太平洋沖地震の SPGA モデル（図－1.3.4）のパラ

メータを参照して設定することができる 65-1)65-2)。また、これとは異なる規模の巨大地震を想定する場

合の微視的震源パラメータを設定するための経験式も提案されている 11-1)11-2)。歴史地震を越える規模

の海溝型巨大地震を想定する場合には、歴史地震の震度分布から SPGA の位置を推定することができ

ないため、SPGA の位置に不確実性があるという点に注意する必要がある。従って、文献 65-1)65-2)
で行われているように、極めて多数の SPGA 配置を検討する必要があるが、いずれかの配置を選択す

る必要がある。例えば、南海トラフの巨大地震（Mw9.0）を想定する場合においては、それら多数の

検討ケースの中で、内閣府 65-3)の想定する震度分布と全体的に整合するレベルの地震動を採用する方

法も考えられる。SPGA モデルによる震度分布と内閣府による震度分布の比較を行っている事例とし

て文献 65-4)がある。 
 
(4) M6.5 の直下地震を想定する場合 

地震モーメント M0 は次式 66)によりマグニチュードから算定することができる。 
 

0log 1.17 17.72  (dyne cm)M M= + ⋅　  (1.3.4) 

 
よって、断層面積 S は式(1.3.2)より求めることができる。傾斜角δ は 90°とすることができる。以

下は(2)活断層で発生する地震を想定する場合と同様である。アスペリティの個数は 1 個とする。
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１．３．４  サイト増幅特性の評価 
サイト増幅特性については、レベル 1 地震動に準じて１．２．２ サイト増幅特性の評価によること

ができる。 
 
１．３．５  強震波形計算 
(1) 概要 

震源特性・伝播経路特性・サイト特性を考慮した強震動評価手法として理論的手法と半経験的手法

がある。このうち理論的手法は、震源から港湾に至る媒質を弾性体としてモデル化し、弾性波動論に

基づいて港湾における地震動を評価する方法である。半経験的手法のうち経験的グリーン関数法は、

発震機構や伝播経路を大地震と共有する中小地震の観測波形をグリーン関数とみなし、これを重ね合

わせて大地震の波形を合成する方法である 67)68)69)。このとき用いるべき適切な中小地震記録が存在し

ない場合に、中小地震記録を人工的に作成してこれを重ね合わせる統計的グリーン関数法が提案され

ているが 70)、これも半経験的手法に分類される場合がある。この他、地震動の長周期成分を理論的手

法で計算し、短周期成分を半経験的手法で計算して重ね合わせる広帯域ハイブリッド法がある 71)。以
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上の各手法のうち、理論的手法は、地下構造の比較的良くわかっている地域に適用した場合、およそ

1 秒より長い周期帯域において、観測される地震動を高精度で再現できることがわかっている 72)。し

かしながら、地下構造情報の積極的な収集が図られているとはいえ 73)、理論的手法を適用できるほど

地下構造が十分にわかっている地域は、非常に限定されているのが実状である。一方、半経験的手法

のうち経験的グリーン関数法は、中小地震の記録に含まれる地下構造の影響が直接予測結果に反映さ

れる。また、同じく半経験的手法に分類される統計的グリーン関数法においても、強震記録に基づい

てスペクトルインバージョン 18)等の手法により評価したサイト増幅特性を予測結果に生かすための

方法が提案されている 74)。以上のことを踏まえると、強震記録の蓄積が比較的進んでいる港湾では、

地震動評価に半経験的手法を用いることが望ましい。地下構造の比較的良くわかっている地域では、

理論的手法や広帯域ハイブリッド法を用いることができるが、その場合、地下構造モデルの妥当性を、

強震記録の再現性の観点から事前に検証すべきである。 
なお、強震波形計算の結果が妥当であるかどうかの判断は、原則として、計算条件及び計算手順が

本章の内容に合致しているかどうかの観点からなされるべきである。ただし、計算の結果を類似の条

件で得られた強震記録と比較することは有用である。例えば内陸活断層の震源近傍という条件で計算

された波形を 1995 年兵庫県南部地震や 2004 年新潟県中越地震の震源近傍での記録と比較することは

一つの目安を与える。ただし、一般に地震動は震源特性やサイト特性に大きく依存するものであるか

ら、それらの条件によっては、算定された地震動の振幅が既往の強震記録と大きく異なることはあり

得る。既往の強震記録と振幅の大きく異なる算定結果が得られた場合には、震源特性の違い（地震の

規模の違い）あるいはサイト特性の違いからその差違を合理的に説明できないか検討し、合理的に説

明できる場合にはその結果を採用する。合理的な説明が困難な場合には、入力ミスが無いか等の検討

を行う。このように、既往の強震記録との比較は、単純な誤りを防止するという観点から有用である。

なお、既往の強震記録との比較を行う場合に、最大加速度による比較は避けた方がよい。これは、一

般に地震動の最大加速度は 2Hz 以上の高周波成分の影響を受けやすいが、2Hz 以上の高周波成分は港

湾施設に対してあまり影響を及ぼさないので、最大加速度の比較を行っても、港湾施設に対して影響

の大きい周波数帯域で計算結果を検証したことにはならないためである。一般に最大加速度よりは最

大速度の方が良い指標となる。なお、1995 年兵庫県南部地震及び 2004 年新潟県中越地震の際、震源

近傍の平野部（地表）で観測された地震動の最大速度は 100～150cm/s 程度である。 
 
(2) 統計的グリーン関数法 

統計的グリーン関数法は、まず、小規模な地震による対象地点での地震動を評価し（これを統計的

グリーン関数という）、これを重ね合わせることにより、大地震による揺れを評価する手法である。具

体的な手順としては次のようになる。 
 

L

W1~
N

1~N

ξij

subfault ij

large event

small event

rrr

w

ij
0

 
 

図－1.3.6 統計的グリーン関数法 
 

まず、想定地震のアスペリティ等（の一つ）に注目し（図－1.3.6のlarge event）、これをN×Nに分

割し、分割後の各々の小断層と同じ面積の小地震（図－1.3.6のsmall event）を考える。小地震の震源

特性式式(1.3.5)及び伝播経路特性式式(1.3.6)の積として、地震基盤における小地震波形（地震基盤

における統計的グリーン関数）のフーリエ振幅を定める75)。 
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 (1.3.6) 
ここに、 

M0e ：小地震の地震モーメント 
fc ：小地震のコーナー周波数 
ρ ：地震基盤における媒質の密度 

VS ：地震基盤における媒質のS波速度 
Rθφ：ラディエーション係数 
FS ：自由表面による増幅の効果（=2） 

PRTITN ：地震動のエネルギーが水平方向の2成分に分散する効果 
r ：小地震の震源距離 

Q ：伝播経路における媒質のQ値 
 

活断層で発生する地震を対象とする場合、ρ =2.7g/cm3，VS =3.5km/sとすることができる。Rθφとして

は全方位への平均値0.63を用いることができる。活断層で発生する地震の震源近傍（断層面からの距

離が概ね10km以内）での地震動を推定する場合には、走向直交成分に対してPRTITN =0.85、走向平行

成分に対して0.53とすることができる。これらの値は、活断層で発生する地震の震源近傍で、走向直

交成分のフーリエ振幅が走向平行成分の約1.6倍8)となることを考慮して定めたものである。活断層で

発生する地震による遠方での地震動を評価する場合、及び、それ以外の地震による地震動を評価する

場合には、地震動のエネルギーが水平2成分に等しく分配されると仮定してPRTITN=0.71とすることが

できる。いずれにしてもPRTITNは水平2成分の自乗和が1となるように設定する必要がある。表－1.3.1

にPRTITNの標準値を示す。 
 

表－1.3.1 PRTITNの標準値 
 震源近傍 震源近傍以外 

海溝型地震 0.71 0.71 

内陸活断層地震 
0.85（走向直交成分） 

0.53（走行平行成分） 
0.71 

M6.5の直下地震 0.71 0.71 
 

小地震の地震モーメントM0eはアスペリティ等の地震モーメントをN 3で除すことにより求めること

ができる。小地震のコーナー周波数fcはBrune76)77)の次式により求めることができる。 
 

eSc SVf 66.0=  (1.3.7) 

ここに、 
Se：小地震の破壊領域の面積 

 
式(1.3.7)は「Bruneの式(36)」76)そのものである。式(1.3.7)とEsherby59)による円形クラックの式

を組み合わせると、コーナー周波数を地震モーメントと応力降下量の関数として表現する著名な式を

導くことができる。式(1.3.6)において伝播経路における媒質のQ値は地域に応じて適切な値を用いる。

地域毎に推定されているQ値の例として、東日本の海溝型地震に対して推定78)されているQ=114 f 0.92、

西日本の海溝型地震に対して推定78)されているQ=152 f 0.38、東日本の内陸部に対して推定78)されてい

るQ=166 f 0.76、関西地方に対して推定79)されているQ=63.8 f 1.00、鹿児島県・熊本県に対して推定80)さ

れているQ=104 f 0.63等がある。 
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以上により定まる地震基盤でのフーリエ振幅を満足するような波形をBoore75)の方法又は野津・菅野
44)の方法で求め、これを地震基盤における統計的グリーン関数とする。 

次に、地表における小地震波形（地表における統計的グリーン関数）を求める。その際、堆積層が

地震動の振幅と位相の双方に及ぼす影響（サイト特性）を考慮する。具体的には以下の方法74)で算定

することができる。先に述べたように、一般に地震動の振幅は震源特性・伝播経路特性・サイト特性

の積で、地震動の群遅延時間は震源特性・伝播経路特性・サイト特性の和で与えられる1)。 
 

( ) ( ) ( ) ( )O f S f P f G f=  (1.1.1参照) 

( ) ( ) ( ) ( )ftftftft G
gr

P
gr

S
gr

O
gr ++=  (1.1.2参照) 

 
いま、規模と震源距離の十分に小さな地震が対象サイトで観測されている場合、その記録の群遅延

時間は、時間軸上での平行移動の分を除けば、ほぼ式(1.1.2)の右辺第三項、すなわちサイト特性を表

現していると考えられる。そこで、先に求めた地震基盤での統計的グリーン関数をいったんフーリエ

変換し、振幅をG(f )倍し、さらに、上記の条件を満足する記録を周波数領域で振幅1に調整して乗じ、

フーリエ逆変換したものを地表における統計的グリーン関数とする。このことを具体的に式で書くと

次のようになる。 
 

A( f ) = Ab( f ) G( f )
OS( f )
OS( f )

 (1.3.8) 

ここに、 
A(f ) ：地表における統計的グリーン関数のフーリエ変換（複素数） 
Ab(f ) ：地震基盤における統計的グリーン関数のフーリエ変換（複素数） 
G(f ) ：サイト増幅特性（地震基盤～地表）（実数） 

OS(f ) ：対象地点で得られた中小地震記録のフーリエ変換（複素数） 
 

なお、このとき用いる対象地点の中小地震記録は、対象サイトへの入射角ができるだけ対象地震と

類似したものを用いることが望ましい。それにより、堆積層が地震動の位相に及ぼす影響をより適切

に考慮できるためである。 
以上の方法で地表における統計的グリーン関数を評価する場合、あらかじめサイト増幅特性G(f )を

評価しておく必要がある。サイト増幅特性を求めるにあたって主に二つの考え方がある。一つは観測

された地震動から何らかの方法でS波部分を抜き出し、その増幅特性を求める考え方である18)。もう一

つは、S波だけでなく表面波も解析対象として、波形後半まで含めたフーリエスペクトルの増幅特性

を求める考え方である23)。いずれの立場をとるかは目的にもよるが、S波のみならず表面波の寄与も考

慮して強震動予測を行う場合には後者の立場をとる必要がある。特に、上述の方法を用いることを前

提に考えると、現地で取得された中小地震記録の群遅延時間にはS波の寄与と表面波の寄与が渾然一

体となっていることから、振幅についても両者の寄与を考えることが必要となる。 
アスペリティ等からの地震動は、地表における統計的グリーン関数を次式81)により重ね合わせるこ

とで算定できる（図－1.3.6）。この重ね合わせを行うことにより、破壊伝播方向で揺れの強い指向性

の効果が考慮される。 
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j
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( ) rijSijij VVrrt ξ+−= 0  (1.3.11) 
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ここに、 

U (t) ：アスペリティ等からの地震動 
u (t) ：地表における統計的グリーン関数 
f (t) ：大地震と小地震の滑り速度時間関数の違いを補正するための関数 

r ：小地震の震源距離 
rij ：ij 要素から対象地点までの距離 
N ：分割数（図－1.3.6） 
τ ：ライズタイム 
n' ：波形の重ね合わせの際に現れる見かけの周期性を除去するための整数 
r0 ：アスペリティ等の破壊開始点から対象地点までの距離 
ξij ：破壊開始点から ij 要素までの距離 
VS ：地震基盤の S 波速度 
Vr ：破壊伝播速度 

 
アスペリティ等が複数あるときには、各アスペリティ等について同様の作業を行い、各アスペリテ

ィ等からの寄与を加え合わせることにより、地表における（線形時の）レベル 2 地震動を算定する。

最後に、表層地盤の地震応答計算により、工学的基盤におけるレベル 2 地震動（2E 波）を算定する。

背景領域からの寄与は一般的な港湾施設の性能照査が目的の場合には無視しても差し支えない。 
上記の算定の過程で、いったん地表における（線形時の）レベル 2 地震動が算定されるが、これは

大地震時の表層地盤の非線形挙動の影響を含まないため、一般には過大評価となっていることに注意

が必要である。本来の地表におけるレベル 2 地震動を算定するためには、いったん工学的基盤におけ

るレベル 2 地震動を求めた後で、表層地盤の非線形挙動を考慮した地震応答計算により、あらためて

求めることが一般的である。 
なお、ここで述べた強震波形計算手法により既往の大地震記録の再現を試みた事例が文献 44)で紹

介されている。また、ここで述べた強震波形計算手法による計算プログラムが CD-ROM44)で公開され

ている。 
 
(3) 経験的グリーン関数法 

経験的グリーン関数法は、対象地震の震源断層のそばで発生した小地震の記録が対象地点で取得で

きている場合に、これを重ね合わせることにより、大地震による対象地点の揺れを評価する方法であ

る。このとき重ね合わせに用いられる小地震記録は経験的グリーン関数と呼ばれる。対象地点で取得

された記録には伝播経路特性とサイト特性の影響が自然に含まれているため、それらに関する評価を

行うこと無しに、大地震による揺れを精度良く評価できる点が大きな特徴であるが、対象地点で適切

な小地震記録が取得できていない場合には適用できない。また、以下に述べるように、やや専門的配

慮を必要とする事項もある。 
波形の重ね合わせには、統計的グリーン関数法の式(1.3.9)～式(1.3.11)をほぼそのまま用いること

ができる。ただし式(1.3.9)については、小地震の特性を適切に反映できるよう、補正係数 C を含む

次式に置き換える必要がある 81)。 
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重ね合わせに関連するパラメータ N と C は次式を満足するように定める。 
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ここに、 
M0a ：アスペリティ等の地震モーメント 
M0e ：小地震の地震モーメント 

Sa ：アスペリティ等の面積 
Se ：小地震の破壊領域の面積 

 
以上からわかるように、経験的グリーン関数法の適用にあたっては、小地震のパラメータを適切に

見積もる必要がある。小地震の地震モーメント M0e については CMT 解 20)（例えば防災科学技術研究

所の F-net によるもの）を参考にすることができる。小地震の破壊領域の面積 Se は、小地震のコーナ

ー周波数 fc から式(1.3.7)により求めることができる。小地震のコーナー周波数を求めるには、近傍

で発生した規模の異なる地震とのスペクトル比をとる方法 82)を用いることができる。 
経験的グリーン関数法を適用する際の他の注意点としてラディエーション係数の問題がある。震源

からの地震波のラディエーション係数は理論上方位依存性があり 20)83)、小地震のメカニズム（走向・

傾斜・滑り角）によっては、観測点がたまたまラディエーション係数の谷に相当していることも考え

られる。その場合、得られた記録をそのまま重ね合わせると、大地震による揺れを過小評価してしま

う可能性がある。したがって、採用する小地震のメカニズムには十分に注意を払う必要がある。 
以上のように、経験的グリーン関数法による地震動の評価には専門的な判断を要する部分も少なく

ないため注意が必要である。 
 
１．３．６  表層地盤の地震応答計算 

表層地盤の地震応答計算については、１．２．４ 表層地盤の地震応答計算の例によることができる。

ただし、レベル 2 地震動の作用時には、表層地盤のひずみレベルが特に大きくなる傾向があるので、

解析手法の選定には特に留意する必要がある。 
 
１．４  施設の性能照査で考慮する地震動の空間的変動 

構造物の占める範囲内において、地盤の水平方向の不均質性が著しい場合には、それによって地震

動の空間的変動がもたらされる場合がある。したがって、構造物の占める範囲内において、地盤条件

の水平方向の不均質性を適切に評価し、不均質性が著しい場合には、その影響を考慮して地震動の空

間的変動を評価することが望ましい。その際、工学的基盤面よりも下方における地盤の水平方向の不

均質性の影響も考慮することが望ましい。地盤の水平方向の不均質性が著しい場合に、地震動の空間

的変動を評価するための具体的方法としては、複数地点に設置された地震計の記録をもとに、１．３．

５ 強震波形計算(2)及び(3)に述べた方法で複数地点の地震動を評価する方法が最も有効である他、地

下構造が十分把握できている場合には、有限要素法・有限差分法などの適切な数値解析手法により評

価することもできる。なお、やや専門的な話題であるが、１．３．５ 強震波形計算(2)で述べた方法

を適用する場合、複数地点で評価された地震動の位相差の物理的意味が失われないよう、十分注意す

る必要がある。１．３．５ 強震波形計算(2)に述べた方法で評価された地震動の位相差の物理的意味

が失われる場合としては、複数地点の地震基盤における統計的グリーン関数が個別に評価され、かつ、

統計的グリーン関数の位相にランダムネスが含まれる場合 75)や、式(1.3.8)で用いる中小地震記録の

時間軸の原点が地点間でずれている場合（例えばトリガー時刻が地点間で異なる場合）などが考えら

れる。前者に対する対処方法として、あまり距離の離れていない 2 点では、地震基盤における統計的

グリーン関数を同一としておくなどの方法が考えられる。 
地盤条件の水平方向の不均質性が著しくない場合にも上記の考え方は適用できるが、以下に述べる

ようにより簡便な考え方も適用できる。 
地盤条件の水平方向の不均質性が著しくない場合、水平方向の波動伝播効果が地震動の空間的変動

の主たる要因となる。波動伝播効果により生じる地盤のひずみε(ω)は地動速度の振幅 v(ω)と見かけの

波動伝播速度 c(ω)の関数である。ここに、ωは角周波数である。 
 

( ) ( ) ( )ωωωε cv=  (1.4.1) 
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